
4月 5月 6月 7月 8月 9月
＊ 鉱工業生産指数（季節調整済指数） 94.5 96.2 98.0 98.7 98.2 95.6

＊ 　　　〃　　　（前月比） 1.2 1.8 1.9 0.7 ▲ 0.5 ▲ 2.6

　　　〃　　　（前年同月比） ▲ 1.2 ▲ 1.6 4.5 ▲ 1.3 4.6 0.0

＊ 有効求人倍率（倍） 1.43 1.40 1.33 1.39 1.39 1.40

新規求人数 1.4 ▲ 13.6 ▲ 1.7 ▲ 0.8 ▲ 13.2 ▲ 3.9

常用労働者数 2.0 1.2 0.7 1.0 1.6 1.1

現金給与総額（名目） 1.0 0.3 ▲ 4.7 ▲ 0.4 3.1 1.1

きまって支給する給与（名目） 0.1 ▲ 1.4 ▲ 1.6 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.2

所定外労働時間(製造業) ▲ 4.0 0.0 ▲ 2.5 6.5 ▲ 0.9 0.8

商業６業態販売額 2.5 2.8 2.6 2.3 1.7 1.1

乗用車新車登録台数 13.0 6.5 4.5 ▲ 4.5 ▲ 18.6 ▲ 4.2

出雲空港利用者数 4.5 9.2 14.7 8.0 18.2 6.2

建築着工床面積(非居住用) ▲ 82.2 ▲ 31.2 ▲ 10.1 ▲ 12.9 ▲ 27.0 ▲ 38.7

公共工事請負金額 ▲ 12.7 ▲ 38.2 3.6 51.3 ▲ 37.3 ▲ 15.5

新設住宅着工戸数 ▲ 28.4 ▲ 62.8 ▲ 37.6 123.9 91.4 38.5

＊ 企業倒産件数（件） 3 2 3 4 3 1

＊ 負債総額（百万円） 764 109 592 405 102 40

銀行預金残高 1.0 1.8 ▲ 0.3 0.9 1.3 0.2

銀行貸出金残高 3.2 3.3 2.8 2.7 2.4 2.6

＊ 消費者物価指数(生鮮食品を除く総合） 110.6 110.5 109.3 109.6 111.0 111.1

＊ 景気動向指数（CI先行指数） 94.8 91.7 94.9 99.7 92.0 93.5

＊ 景気動向指数（CI一致指数） 120.8 122.8 120.3 124.3 126.3 117.6

実質賃金（現金給与総額） ▲ 2.5 ▲ 2.7 ▲ 6.6 ▲ 1.9 0.4 ▲ 1.8

実質賃金（きまって支給する給与） ▲ 3.4 ▲ 4.4 ▲ 3.6 ▲ 0.7 ▲ 3.4 ▲ 3.1

そ の 他

　　 　令和７年９月分 島根県政策企画局統計調査課

　商業６業態販売額は1.1％と７か月連続で前年を上回った。新車登録台数は▲4.2％と
３か月連続で前年を下回った。
　個人消費は、持ち直しの動きがみられる。

～対前年2.6％上昇～

　　　　　※矢印の向きは、先月分からの動き（↗上向き、→同水準、↘下向き）を示しています。

そ の 他
(参　考)

個人消費

投資動向

　建築着工床面積（非居住用）は▲38.7％と７か月連続で前年を下回った。公共工事請
負金額は▲15.5％と２か月連続で前年を下回った。新設住宅着工戸数は38.5％と３か月
連続で前年を上回った。
　投資動向は、一部に弱い動きがみられる。

～一部に弱い動き～

～持ち直しの動き～

雇用情勢

企業倒産

投資動向

生産活動

統 第 １ １ １ 号 の ８

令 和 ７ 年 １ ２ 月 ２ 日

～雇用は改善が一服
　  所得は横ばいの動き～

　　　　　　　－島根県の経済は、全体としては横ばい傾向にある－
　生産活動は横ばいの動きとなっている。雇用面は改善の動きが一服し、所得面は横ばいの動きとなっ
ている。個人消費は持ち直しの動きがみられる。投資動向は一部に弱い動きがみられる。

生産活動

雇用情勢

～横ばいの動き～
　鉱工業生産指数（季節調整済指数）は95.6で前月比は▲2.6％低下し、前年比は同水
準であった。
　生産活動は、横ばいの動きとなっている。

　雇用面は、有効求人倍率は1.40倍で前月を0.01ポイント上回った。新規求人数は
▲3.9％と５か月連続で前年を下回った。所得面は、現金給与総額は1.1％と２か月連続
で前年を上回った。きまって支給する給与は▲0.2％と２か月連続で前年を下回った。
　雇用面は改善の動きが一服し、所得面では横ばいの動きとなっている。

　令和７年度の設備投資計画は、前年度比124.3％の増加見込みとなっている。
 （製造業 184.8％ 、非製造業 ▲7.9％）

　財務省松江財務事務所が公表した現状（令和７年７～９月期）の景況判断ＢＳＩは、
3.8％ポイントと「上昇」超幅が縮小している。

金融情勢

～貸出金残高は
　　対前年2.6％増～

　銀行預金残高は、３か月連続で前年を上回った。
　銀行貸出金残高は、32か月連続で前年を上回った。

企業倒産

前年同月比（％）　ただし＊は除く。

物　　価

個人消費

～倒産件数 １件～

法人企業景気予測調査結果
（令和７年９月11日公表）

毎月勤労統計調査
（令和７年11月27日公表）

　実質賃金（現金給与総額）は▲1.8％と２か月ぶりに前年を下回った。
　実質賃金（きまって支給する給与）は▲3.1％と９か月連続で前年を下回った。

　消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）は111.1となり、前年比2.6％の上昇と
なった。

　企業倒産件数は１件。負債総額は4000万円。

金融情勢

物　　価

島根県景気動向指数（CI）
（令和７年12月２日公表）

　ＣＩ先行指数は 93.5となり、２か月ぶりの上昇となった。
　ＣＩ一致指数は 117.6となり、３か月ぶりの下降となった。

経　　済　　指　　標

島根県の経済動向

1



経済動向に関する他機関の公表資料（抜粋）

令和7年11月26日

・

・

・
・
・

・

・ 消費者物価は、上昇している。

「中国地域の経済動向（中国経済産業局）」 令和7年11月20日

　１．生産動向 …弱含みで推移

　２．個人消費 …持ち直しの動きに足踏み感がみられる

　３．雇　　用 …有効求人倍率は前月に比べ低下、新規求人数は前年同月比で減少

　４．景 況 感 …現状、先行きともに前月に比べ上昇

　５．貿　　易 …輸出、輸入とも前年同月比で減少

　６．建設動向 …公共工事は前年同月比で増加、住宅建設は前年同月比で減少

　７．企業倒産 …件数、負債総額とも前年同月比で減少

　８．設備投資 …2025年度計画は前年度を上回る見込み

「山陰の金融経済動向（日本銀行松江支店）」 2025年11月10日

・

・
・

・ 公共投資は、横ばい圏内で推移している。

・

・

「山陰経済動向（株式会社山陰合同銀行）」 2025年10月31日

・

・

・

・
・

・

・

「島根県の経済情勢（財務省松江財務事務所）」 令和7年11月6日(四半期ごとに公表)

・ 個人消費

・ 生産活動 横ばいの状況にある

・ 雇用情勢 横ばいの状況にある

・ 公共事業 前年度を下回る

・ 設備投資 ７年度は前年度を上回る見込み

・ 企業収益 ７年度は減益見込み

生産は、横ばいとなっている。

　山陰の景気は、持ち直している。最終需要をみると、個人消費は、堅調に推移している。住宅投資は、弱めの動きと
なっている。設備投資は、緩やかに増加している。公共投資は、横ばい圏内で推移している。製造業の生産は、横ばい
圏内で推移している。この間、雇用・所得環境をみると、持ち直している。山

陰
地
方

設備投資は、緩やかに増加している。

全

国

中
国
地
方

　景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心にみられるものの、緩やかに回復している。

「月例経済報告（内閣府）」

設備投資は、緩やかに持ち直している。

個人消費は、持ち直しの動きがみられる。

輸出は、おおむね横ばいとなっている。

島
根
県

住宅建設 …弱い動き

個人消費 …一部に上向きの動き

公共投資 …底堅い動き

　県内経済は、緩やかに持ち直している

持ち直している

企業の業況判断 …足元悪化、先行き改善見通し

雇用情勢 …弱い動き

生    産 …弱い動き

　海外景気の減速の影響などから、生産活動が弱い動きとなっているものの、一部を除いて投資活動は底堅く推移し、
個人消費の一部が上向くなど、総じて持ち直しの動きがみられる。

設備投資 …堅調な動き

企業収益は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心にみられる中で、改善に足踏みがみられる。

住宅投資は、弱めの動きとなっている。

個人消費は、堅調に推移している。

雇用・所得環境をみると、持ち直している。

雇用情勢は、改善の動きがみられる。

　持ち直しの動きの中で一部弱含んでいる

　先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されるが、米国の通
商政策の影響による景気の下振れリスクには留意が必要である。加えて、物価上昇の継続が個人消費に及ぼす影響など
も、我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、金融資本市場の変動等の影響に引き続き注意する必要があ
る。

生産は、横ばい圏内で推移している。
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経済指標の推移

【 生産活動 】 ～横ばいの動き～

鉱工業生産指数（季節調整済 令和2年＝100）

～横ばいの動き～

～雇用は

（注）対前年比は、島根県の原指数 （県統計調査課、経済産業省）

島根県鉱工業生産指数（業種別）

（注）機械とは、汎用・生産用・業務用機械工業である 　（県統計調査課）

【 雇用情勢 】  ～雇用は改善が一服   所得は横ばいの動き～

有効求人倍率（学卒を除き、パートを含む）

（厚生労働省）
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【 雇用情勢 】  ～雇用は改善が一服   所得は横ばいの動き～

新規求人数

H14

（島根労働局）

常用労働者数（５人以上・調査産業計）

（県統計調査課）

現金給与総額（５人以上・調査産業計・名目）

（県統計調査課）
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新規求人数 対前年比

5か月連続で対前年比マイナス
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2か月連続で対前年比プラス
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【 雇用情勢 】  ～雇用は改善が一服   所得は横ばいの動き～

きまって支給する給与（５人以上・調査産業計・名目）

（県統計調査課）

所定外労働時間（５人以上・製造業）

（県統計調査課）

【 個人消費 】 ～持ち直しの動き～

商業６業態販売額

（経済産業省）
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5



【 個人消費 】 ～持ち直しの動き～

百貨店・スーパー販売額

（中国経済産業局）

ドラッグストア販売額

（経済産業省）

コンビニエンスストア販売額

（経済産業省）
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8か月連続で対前年比プラス
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【 個人消費 】 ～持ち直しの動き～

乗用車新車登録台数

（中国運輸局）

出雲空港利用者数

（県港湾空港課）

【 投資動向 】 ～一部に弱い動き～

建築着工床面積（非居住用）

（国土交通省）
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【 投資動向 】 ～一部に弱い動き～

公共工事請負金額

　　（西日本建設業保証㈱）

新設住宅着工戸数

（国土交通省）

【 企業倒産 】 ～倒産件数１件～

企業倒産件数、負債総額

　　（㈱東京商工リサーチ）
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【 金融情勢 】 ～貸出金残高は対前年2.6％増～

銀行預金残高

　　（日本銀行）

銀行貸出金残高

　　（日本銀行）

【 物　　価 】 ～対前年2.6％上昇～

消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）　　　　　　　2020年＝100

　　　　　（総務省統計局）
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対前年比 松江市 全国
（％）
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 【そ の 他（参 考）】

島根県景気動向指数（ＣＩ）　　　　　　　　　　　　　   令和2年＝100

～横ばいの動き～

は改善

　

（県統計調査課）

実質賃金指数（現金給与総額・きまって支給する給与） 令和2年平均=100

（県統計調査課）

法人企業景気予測調査結果（令和７年９月11日　財務省松江財務事務所）

景況判断ＢＳＩ
（ＢＳＩ：前期比判断「上昇」－「下降」社数構成比） （％ポイント）

5.7 ( 8.6) 3.8 ( 1.9) 7.6 ▲ 9.5

製 造 業 ▲ 12.8 ( 12.8) ▲ 5.1 ( ▲5.1) ▲ 7.7 ▲ 10.3

非製造業 16.7 ( 6.1) 9.1 ( 6.1) 16.7 ▲ 9.1

0.0 ( 0.0) 0.0 ( 0.0) 0.0 0.0

0.0 ( 3.0) 33.3 ( ▲3.0) 12.1 0.0

9.1 ( 12.1) ▲ 10.6 ( 4.5) 6.1 ▲ 15.2

※ （ ）書きは、前回（７年４～６月期）調査時の見通し

令和７年７～９月期調査

８年１～３月
見 通 し

　 中小企業

　 大 企 業

　 中堅企業

全　産　業

区　　分
７年４～６月

前回調査
７年７～９月

今回調査
７年10～12月

見 通 し

40

60

80

100

120

140

160

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9
R5 R6 R7

先行指数 一致指数

▲ 12.0

▲ 8.0

▲ 4.0

0.0

4.0

8.0

12.0

50.0

75.0

100.0

125.0

150.0

175.0

200.0

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9
R5 R6 R7

対前年比（現金給与総額） 対前年比（きまって支給する給与）

指数（現金給与総額） 指数（きまって支給する給与） （％）
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